
2019年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 障1害平等研修フォーラム

1事業の成果
(1)フアシリテーター養成講座

・ 障害平等研修(DET)ファシリテーター養成:入金申込者 16名、うち修了者 9名。

(2)障害平等研修の実施
・ 実施回数:合計 360回。
・ 空

普曽焙ぱζl等 :(||もzピi:(』illlf東
京 2020大会のポランティア(キャスト)の集合研H多の一環とし

> フイールドキャスト(大会ボランティア)研修:(参加者 1回 200-300名 、東京都及び地

方):全 284回。10月 48回、11月 46回、12月 42回、1月 38回、2月 50回、地方

開催 66回、(3月は新型コロナウイルスの影響で中止などあり。¬日2回開催)

> シテイキヤスト(都市ボランティア)研修:全 56回 :北海道、福島県、千葉県、藤沢市

> 研修テキスト・教材作成:日英版

> 動画教材(ハイプリッド型研修用)作成・
異嘉τl辱〒1穐多誓躇1糞韮霞月sフ

ォーラム受託の実施のみの数。個々のフアシリテーターが受託
> 実施事業:小金井市(3回 )、 名古屋市(2回 )、 内閣府(紹介型:2回 )、 千葉県、柏市、多摩

市、東京家政大学(学生向け、教職員向け)、 東京都助成事業(8回 )

・ DE丁 実施戦略として「DE丁 パートナー制度」を導入:4団体が登録:DE丁 いばらき、DET埼
玉、DE丁 関西、DET群馬

・ 同志社大学科研賞研究への協力:インクルーシブ防災に関する研修での障害平等研修の実施

(3)フアシリテーターフォローアップ研修
・ オリンピック・パラリンピック東京2020大会集合研修ファシリテーター向け研修:29名

(4)フアシリテーター認定制度
。 有料審査制度の導入、および、認定制度を4段階から3段階に改定。認定審査対象は0名。

(5)日本語ビデオ教材の使用方法の研修
・ オリバラ集合研修フアシリテーター研修にて実施:29名 (動画:I am youの 利用)

(6)ウェブサイトの制作
・ 国内版・国際版双方の適宜アップデート。

(7)障害分野の国際協力への寄与
・ 国際協力機構(JICA)モンゴルプロジェクトヘの協力:動画教材の供与(I am you)によリモ

ンゴル語版作成、
・ 国際協力機構(JICA)スリランカプロジェクトヘの協力:本邦研:修での障害平等研修の実施。
・ HPでの情報発信、海外フアシリテーターとのネットワーク維持。



2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【2,602】 千円)足
肇曇

載
事業内容 日時 場所 %諄 器 播 雫諄雰
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(2)その他の事業 (事業費の総費用【  0】千円)

事業内容 日時 場所 %諷草詳雰
(4)その他こ

の法人の目的

達成に必要な

事業

実施しなかった。

足
證垢霜軍「_ 事業名



書式第 13号 (法第28条関係)

2019年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が主塾場合 )

特定非営利活動法人 ●書平●■●フォーラム
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正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益
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事業収益 (障害平等研修の実施)
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2019年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 障害平等研修フォーラム

金   額 ′1ヽ

1

＾
‘

3 そ の

現金

預金
未収金
前払金

7,316
2,576,168

0

0

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 2.583.484

ロ
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未払金

預 り金

長期借入金
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1,554,546

-2
正

正

「
ヨ

Ｆ
」

期
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式 16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日
によっています。

2019年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人障害平等研修フォーラム

2017年 12月 12日 最終改正NPO法人会計基準協議会)

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

特にありません。

3

科 目
障害平等研修の国内
外での発展及び普及
のための  事業

障害平等研修に関す
る資源開発  事業

障がい分野の国際協
力への寄与事業 事業部門計 管理部門 合計

3,521,090
0

3,521,090
0 32,616
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105,000

0
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0

3,521,090
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3,521,090 3,521,090 258,396 3,779,486
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6,000
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17,724

46,780

158,755

906,170
798,232
27,771

121,604
179,643

125,433

0

158,755

0

213,750
6,000

200
17,724

46,780
0

107,932

906,170
798,232

27,771

121,604
179,643

125,433

0

158,755
0

213,750
6,000

200

17,724

46,780
0

107,932
2,602,062 2,602,062 107,932 2,709,994

2,602,062 148,486 2,750,548

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費

研修関連謝金
業務委託
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
教材費
消耗品費
修繕費
賃借料
保険料
租税公課
支払手数料
雑費
情報保障費
事業税

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 1 028 938
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使途等が制約された寄付金等の内訳

当法人の正味財産は2,583,484円 です。使途が特定されたものはありません。

固定資産の増減内訳

当法人の固定資産はありません。したがって増減もありません。

借入金の増減内訳

当法人は借入金はありません。 したがって増減もありません。

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

特にありません。



書式第 17号 (法第28条関係)

2019年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 障害平等研修フォーラム

金   額 ′]ヽ    言十 合   計

「「
度 の 部

D量産

未収金

その他流動資産

現金預金

現金
普通 (入金用口座 )

当座 (ネ ットロ座 )

2,583.484
0

7,316

1,597,690
978.478

E鳳含」魔 ・_・ ・くD 2583.4“
菫驚饉

車両運搬具

什器備品

1

借地権

(2)無移日定資壼
ソフトウェア

長期貸付金 0

敷 金

3

A

幽 壼 __・_L」 Q ■

【A】 資 産 合 計 ①+② 2.583.484

|- 1 負 僚 の ロ
」口:彙●

未払金

預 り金

1償合針  ・・・③
定負債

長期借入金

退職給付引当金

2

【:

L債合1,卜  ・・・ (1)

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2.583.484



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2019年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所エ
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を配載した名簿)

特定非営利活動法人 障害平等研修フォーラ ′

`ヽ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

回各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 0・ 監事

クノ ケンジ

久野 研

20194年 4月 1日

2020年 3月 31日

年 月

月

日

日年

2 饉コ)監事
オクヒラ マサコ 2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年  月  日

年  月  日奥平 真砂子

3 0監 事

クスメ マサヒロ 2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日楠目 昌弘

4 0・ 監事

ナガセ オサム

長瀬 修

2019年 4月 1日

2020年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8 理事・0

スギウラ ヨシカズ

(イ ケハラヨシハズ)

杉浦 毅和

(池原 毅和)

2019年 4月 1日

2020‐年3月 31日

年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年

年1   月   日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2020年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 障害平等研修フォーラム

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 久野 研二

2 奥平 真砂子

3 石川 明代

4 早川 秀昭

5 長瀬 修

6 上野 優一

7
楠 目 昌弘

8
山口 史里

9
園田 雅隆

10 小林 久之

11
新井 寛

12


